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平成１６年度 データの概要についてPRTR
－化学物質の届出排出量・移動量の集計結果の概要－

◎ 届出事業所数、届出された排出量・移動量は昨年度に比べて減少しました。

国（環境省・経済産業省）は化学物質排出把握管理促進法（ 法）の届出制度に基づく平PRTR
成１６年度の第１種指定化学物質の排出量・移動量の全国集計結果を公表しました。
これに合わせまして、岐阜県におけるそれらの状況を次のとおり公表します。

：環境中（大気、公共用水域、土壌、事業所内への埋立）への排出量排出量
：事業所の外（廃棄物、下水道）への移動量移動量

岐阜県 全国状況 全国に占める割合
956 40,341 2.4%届 出 事 業 所 数 事業所 事業所

届 出 物 質 数 物質 物質 －131 334
8,726 t 269,558 t 3.2%届 出 排 出 量
4,159 t 229,946 t 1.8%届 出 移 動 量

12,885 t 499,504 t 2.6%届出排出量・移動量計

第１種指定化学物質の届出排出量・移動量の状況（年度比較）県内での

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 対前年比13 14 15 16
816 773 987 956 3.1%届 出 事 業 所 数 事業所 事業所 事業所 事業所 △

届 出 物 質 数 物質 物質 物質 物質 －118 114 133 131
8 ,996 t 7,454 t 10,487 t 8,726 t 16.8%届 出 排 出 量 △
3 ,509 t 3,457 t 4,842 t 4,159 t 14.1%届 出 移 動 量 △

12 ,505 t 10,911 t 15,329 t 12,885 t 15.9%届出排出量・移動量 △

： （環境汚染物質排出・移動登録）PRTR Pollutant Release and Transfer Register
化学物質排出把握管理促進法：

平成１１年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握
及び管理の改善の促進に関する法律」いわゆる 法PRTR
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１ 制度施行の経緯PRTR
平成１１年７月 化学物質排出把握管理促進法の公布
平成１４年４月 平成１３年度の年間取扱量５ 以上の事業者による排出量等の届出開始t
平成１５年３月 国による平成１３年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１３年度届出情報開示請求制度の開始
平成１６年４月 平成１５年度の年間取扱量１ 以上の事業者による排出量等の届出開始t
平成１７年３月 国による平成１５年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１５年度届出情報開示請求制度の開始
平成１８年２月 国による平成１６年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１６年度届出情報開示請求制度の開始

２ 制度の概要PRTR
（１）対象化学物質 第１種指定化学物質 ３５４物質

＜第１種指定化学物質＞
次のいづれかの有害性の条件に当てはまり、かつ環境中に広く継続的に

存在すると認められる化学物質
・人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある
・自然の状況で化学変化を起こし容易に有害な化学物質を生成する
・オゾン層破壊物質

（２）届出対象事業所 法に定める２３業種を営みかつ従業員数が２１人以上の事業者の事業所のう
ち、事業所での各物質ごとの年間取扱量が１ 以上の事業所t

（一部物質については０．５ ）t
PRTR（３）開示請求手続き 個別事業所のデータの開示を希望する場合は、環境省、経済産業省の

開示窓口に直接請求することができます。
開示請求手続きについては、環境省 （下記参照）に掲載されています（全HP

国の個別事業所のデータが入った （ 円）が購入できます 。CD-ROM 1,100 。）
http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html環境省 開示手続き案内HP

３ 岐阜県内の届出集計結果まとめ
（１）届出排出量・移動量

県内の届出排出量・移動量は、１２，８８５ （対前年度比 １５．９％減）で、届出物質数t
は１３１物質であった。届出排出量及び届出移動量は、それぞれ ８，７２６ （対前年度比t
１６．８％減 、４，１５９ （対前年度比 １４．１％減）であった。） t
届出排出量は、大気への排出量が ７，２９６ （８３．６％）とその大半を占め、事業所内t

への埋立量が １，２７６ （１４．６％）と続いている。t
届出移動量は、廃棄物としての移動が ４，１５０ （９９．８％）とほとんどを占めている。t

排出量・移動量フロー

排出量・移動量 １２，８８５ ｔ年/

排出量 ８，７２６ ｔ年 移動量 ４，１５９ ｔ年/ /

大気 ７，２９６ ｔ年 廃棄物 ４，１５０ ｔ年/ /

公共用水域 １５４ ｔ年 下水道 ９ ｔ年/ /

土壌 ０ ｔ年/

事業所内埋立 １，２７６ ｔ年/
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（２）届出排出量・移動量の媒体別割合
届出排出量・移動量の媒体別割合は大気への排出が ５６．６％、廃棄物としての移動が

３２．２％、事業所内埋立が９．９％であった。
、 （ ． ） （ ．前年度に比べ 大気への排出 前年度 ５０ ０％ 及び廃棄物としての移動 前年度 ３１

５％）の割合がやや増加し、事業所内埋立の割合が減少（前年度 １７．３％）した。

（３）媒体別の届出排出量・移動量の年度比較
平成１６年度は、届出排出量では大気への排出量、公共用水域への排出量及び事業所内埋立量

が、届出移動量では廃棄物としての移動（事業所外への移動）量が前年度に比較して減少した。
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（４）県内及び全国において届出された排出量・移動量の上位５物質
県内では、昨年と比較して鉛及びその化合物が５位に入ってきた。
全国では、昨年と比較してエチルベンゼンが５位に入ってきた。

岐 阜 県 全 国
順位 物質名 前年度比 物質名 前年度比排出量・移動量 排出量・移動量

(ﾄﾝ 年) (ﾄﾝ 年)/ /
3,634 3.7% 158,181 6.8%１ トルエン △ トルエン △
2,300 4.2% 59,725 1.2%２ 二硫化炭素 △ キシレン △
1,242 23.9% 32,189 2.1%３ ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ △ △マンガン及びその化合物
1,182 0.9% 31,495 7.2%４ キシレン △ ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ △
1,149 0.9% 16,882 2.9%５ 鉛 ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ及びその化合物
3,378 31.2% 201,332 6.5%その他の物質の合計 その他の物資の合計△ △

12,885 15.9% 499,504 5.8%全物質の合計 △ △
物質の主な用途

トルエン ：合成原料、溶剤等
二硫化炭素 ：セロハン製造時の加硫促進剤等
ジクロロメタン ：金属脱脂洗浄剤等
キシレン ：合成原料、溶剤等
鉛及びその化合物 ：バッテリー、光学ガラス、顔料等原料

：特殊鋼、電池等原料マンガン及びその化合物
エチルベンゼン ：合成原料、溶剤等

（５）届出排出量・移動量の圏域別割合
圏域別では、西濃圏域が４６．１％と高い割合を示している。
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